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小規模企業者
（共済契約者）

加

●加入資格 ： 小規模事業の個人事業主、共同経営者又は会社役員

●制度開始 ： 昭和40年12月

●契約者数 ： 121万人（全小規模事業者の約3割が加入） （平成２２年度末現在）

●資産総額 ：7兆8,067億円（平成２２年度末現在）

制度趣旨 小規模企業共済法（昭和４０年６月法律第１０２号）に基づき、小規模企業者の廃業等の事態に備えるための共済制度

１．小規模企業共済制度の概要

小規模企業共済制度の共済事由等

【共済事由】

○個人事業主の事業廃止（死亡を含む）

○共同経営者の事業廃止（個人事業の廃止に伴うもの）（死亡を含む）加
入
・
掛
金
納
付
・
共
済
金
の
請
求

共
済
金
等
の
支
給

○予定利率 ： １ ．０％

中小企業基盤整備機構

○ 掛金 ： 月額1,000円～70,000円

【共済金額】

○各共済事由別に政令に定める額

※納付された掛金及びこの運用益は全額を共済金又は解約
手当金に充て、制度運営に係る事務経費は国の一般会計か
ら手当て

改正小規模企業共済法の概要

�改正法の施行日 ； 平成２３年１月１日

�改正の概要
ⅰ）共同経営者を加入対象に追加

※ 個人事業主と一体となって経営を行う配偶者又は子などの共同経営者について、
２名まで加入可能

ⅱ）同一人通算の拡充
※個人事業主が配偶者又は子に事業譲渡した後、再び、自ら共済契約を締結した

場合、前後の共済契約について通算可能

等

○共同経営者の事業廃止（個人事業の廃止に伴うもの）（死亡を含む）

○会社解散により役員を辞めたとき

○役員の疾病、負傷による退職（死亡を含む） など
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２．小規模企業共済制度 「加入・脱退・在籍状況」 （人数ベース）

○在籍者数は、平成６年度から減少が続いていたが、制度改正（共同経営者を加入対象に追加）の効果もあり、平成２２年度には
増加に転じている。
○加入者数は、平成１３年度をボトムに増加傾向。 併せて、脱退者数も減少しつつある。
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在籍人数(右目盛)

【H元年10月改正】

掛金限度額

5万円→7万円

【H8年4月改正】

予定利率

6.6%→4.0%
【H12年4月改正】

予定利率

4.0%→2.5% 【H16年4月改正】

予定利率

2.5%→1.0%

（在籍人数）

H6年度：1,502,260

（加入人数）

年度(直近) 加入人数 前年同期比 脱退人数 前年同期比 在籍人数 前年同期比

22 64,389 20.6% 64,171 -9.3% 1,209,145 0.0%

23(4～12) 52,011 23.6% 45,276 -2.4% 1,215,880 0.6%
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【S47年6月改正】

掛金限度額

5千円→1万円

【S52年5月改正】

掛金限度額

1万円→3万円

【S57年7月改正】

掛金限度額

3万円→5万円

5万円→7万円

年度（末） （4-12）

（脱退人数）

H11年度：91,286

（ 入 数）

H元年度：124,198

（在籍人数）

H22年度：1,209,145
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（新規貸付件数）

H16年度：147,510件

（新規貸付額）

新規貸付件数（千件）

３．小規模企業共済制度 契約者貸付けの状況について

○自らが納付した掛金の範囲内で、無担保・無保証・低金利で行う貸付制度

○最近６年間は、貸付件数約14万件・貸付金額約4,800億円程度で推移。

○東日本大震災によって被害を受けた契約者に対して、貸付金利の減免、償還期間の延長等の措置を実施。

※１．契約者貸付けの件数・金額は、「一般貸付け」と「特別貸付け」の合計。
2．平成23年4月より、事業承継貸付制度の創設。

年度(直近) 新規貸付件数 前年同期比 新規貸付額 前年同期比

22 142,506 -1.4% 4,806億円 -0.7%

23(4～12) 103,214 -5.6% 3,465億円 -5.0%
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（新規貸付額）

H22年度：4,806億円

(4-12)年度（末） 3



４．小規模企業共済制度 「予定利率と決算利回り、当期損益と欠損金の推移」

○ 平成１５年度まで決算利回りが予定利率を下回ったことから繰越欠損金が拡大。法律改正により、平成１６年度から予定利率を
2.5％から1.0％に引き下げたこと、また、運用環境が良好であったことから繰越欠損金は平成１８年度まで順調に減少。

○ 平成１９年度以降は、サブプライム問題やリーマンショック等の影響を受けて、運用環境が大きく変動している。

予定利率と決算利回りの推移
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当期損益と欠損金の推移
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